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　国会は衆参の本会議における各党の代表質問から、今週は衆議院の予算委員会が始まる。

どうやら第三次補正予算案は、自民・公明両党も成立させる方向が明確になったようだが、復興債の償還年限や財源となる税目について、まだ最終的な内容の確定には至っておらず、今後の与野党の交渉がどのように展開するのか、不安定な足取りが続く。
そもそも肝腎の衆参のねじれ国会の行く末がどのように収斂していくのか、まだまだ霧の中にいるようなものだ。大陸ヨーロッパ諸国のように、選挙制度改革で穏健な多党制の下で、総選挙の度ごとに連立の組み替えが進められるようにしていけば、否応なく政党間の話し合いが進められていくわけで、一票の格差だけの解消に終わらせることはもったいないと感じるのだが、いかがだろうか。

■ギリシャ政府の動きに翻弄されたEU諸国

　それにしても、ギリシャ政府の当初の対応には、世界各国の関係者も肝を冷やしたのではなかろうか。国会での内閣信任投票を実施し(結果として信任された)、さらにEUの決定を受け入れるかどうかの国民投票がそれに続こうとしていたわけで、もし否決ということに至ればギリシャのEUからの離脱を意味し、EU経済だけでなくアメリカも大きな影響を与えるし、その余波は日本にも大きく及んできたことも間違いない。

国際的な信用不安の連鎖が断ち切られ、第2のリーマン・ショックになった危険性が高い。民主主義の国である以上国民の信を問うのは、本来当たり前のことであったが、EUの責任ある独仏両国にとってせっかくまとめつつある金融危機対策を、ギリシャ国民の不満によって台無しにすることは認められなかったのであろう。

結果として国民投票は回避されたのだが、ギリシャ国民の不満は一時的には高まったであろう。これだけ厳しい国民負担を押し付けられている中で、国民がそれを納得して受け入れることができるかどうか、誠に危うい決断を回避することが至上命題になったのだと思われる。

■ギリシャに次いでイタリアも、IMFの監視下に入る

　ギリシャ問題と並行して、新しい大問題が起こってきた。イタリアに対する財政問題であり、政治的な返済能力に対するマーケットからの不信が顕在化し、イタリアのベルルスコーニ首相としても、IMFからの財政再建に対する監視を、渋々ながら受け入れせざるをえなくなったのである。

ギリシャ経済の規模はEU内でも小さかったのだが、それでも金融危機にまで発展するだけの影響力を持ったわけで、イタリアはEU内ではドイツ、フランスに次ぐ経済規模を誇っているだけに、もし財政危機が顕在化し金融不安にまで高まれば、その与える影響は到底ギリシャの比ではない。

朝日新聞の小此木論説副主幹が紙上の評論の中で引用したカナダのエコノミストの予測に寄れば、ギリシャ危機の対策費用の桁が一つ高まるものと想定されている。

それではイタリアに引き続いてスペインはどうなるのか、まだまだ世界の財政危機の行く末には難問が待ち受けている。

2007年のパリバ・ショックから2008年のリーマン・ショックに始まる「100年に1度」という経済危機は、1929年から始まる世界大恐慌と同様に、一時的な回復をするもののヨーロッパの金融危機が続き、そして第2次世界大戦に至ったという歴史をたどったわけで、今後、世界危機からどのように回復させることができるのか、真剣に世界の英知を集めて検討策を作り上げていく必要がある。

1944年のブレトン・ウッズ協定に至った道を、もう一度、今日的な条件を踏まえながら進めていくことになるのであろう。

■世界的な金融危機に世界の英知を集めるべきだ

　時あたかもフランスのカンヌでG20の首脳会議が開催されており、その中でも集中的に議論されてきた。おそらく、EU各国からは日本や中国などの経常収支の黒字国に対してEFSFに対する出資を求めてきている。問題のレベルはEFSFだけにとどまらず、IMFの機能強化に進もうとしている。

日本政府としての対処策は、これに前向きに対処していく以外にないのだが、中国やブラジルなどの新興諸国が、アメリカやヨーロッパ主導のIMFや世界銀行など、ワシントンコンセンサスと呼ばれた旧制度の補強程度で理解が得られるのかどうか、今後の展開を注目したい。

■円高対策は、介入によって効果が出てくるのか

　この間、日本政府はドル円で75円前後に張り付いていた円高に対処するべく、10月31日に8兆円近い日銀の為替介入を実施した。

財務大臣は今後とも必要な介入は続けていく意思を明確にしたのであるが、果たしてこの介入によってどのような効果が出てくるのか、いつまでその効果が継続できるのか、残念ながら展望としては見えてこない。

経済界の悲鳴にも近い声に応えたというのが通り相場だろうが、G20の首脳会議の直前と言うこの時期に焦点を合わせたものの、世界各国からの介入に対する批判が出ていたようだが、それほど顕在化していない。果たして、円高は本当に国民生活にとって問題なのか、確かに円高によって限界企業が国外へ脱出せざるを得ず、大切な雇用に対する影響はあるものの、他方では原油高の物価への転嫁を防いでいるわけで、その影響をしっかりと見つめていく必要がある。

特に世界各国が不況の渦中にあるだけに、為替の切り下げ競争という問題にも目を向けるべきだし、これまで日本のとってきた輸出主導による景気浮揚というお決まりの戦略から脱却していくべき時である。

とりわけ、輸出関連企業の方たちは、既に為替予約などヘッジしているわけで、円高に対する為替介入だけというやり方から、たとえば前号で指摘した通貨取引税という、課税による投機対策なども準備し、EU諸国と提携しながら英米を巻き込んでいくことも考えるべき時にきていると思われる。

安住財務大臣が投機的な円高に対してあらゆる措置を取って阻止していきたい、と発言しているわけで、是非とも税という手段を用意することも国際的な場で提起してみる価値はありそうだ。

■輸出主導の経済成長政策からの脱却を

　考えてみたいのは、われわれの頭の中には輸出こそが利益を獲得する道であり、国民にとって良いことという発想があることである。

われわれの生活を向上するためには、必要なものを輸入できることこそが求められているのであり、輸出はその手段に過ぎないのだ、という考え方への転換が必要になっている。

その意味で、TPPだけでなく世界に開かれた自由貿易のメリットを追及していくべきであり、本来はWTOのドーハラウンドの成功に向けて努力していくべきであろう。

TPPは、アメリカが提唱しているブロック経済と見るべきだし、そのことは対中国を意識した包囲網を作ろうとしているのかもしれない。
現に、近藤洋介前経済産業政務官は北海道新聞紙上でそのような観点から捉えてTPPへの参加の必要性を指摘している。

ここはどのような経済外交戦略をとるべきなのか、まさに国益をかけた議論が必要になっているわけで、新しく新設された国家戦略会議で議論すべきテーマだと思うのだが、存念ながらそこから除外されている。

戦略なき国家運営が一番問題であり、国家戦略の統一こそ急務と言えよう。
